
 
資料１ 

関係法令抜粋 

 

○ 学校保健安全法（抄）（昭和三十三年法律第五十六号） 

（保健所との連絡） 

第十八条 学校の設置者は、この法律の規定による健康診断を行おうとする場合その他

政令で定める場合においては、保健所と連絡するものとする。 

（出席停止） 

第十九条 校長は、感染症にかかつており、かかつている疑いがあり、又はかかるおそ

れのある児童生徒等があるときは、政令で定めるところにより、出席を停止させる

ことができる。 

（臨時休業） 

第二十条 学校の設置者は、感染症の予防上必要があるときは、臨時に、学校の全部又

は一部の休業を行うことができる。 

 

○ 学校保健安全法施行令（抄）（昭和三十三年政令第百七十四号） 

（保健所と連絡すべき場合） 

第五条 法第十八条の政令で定める場合は、次に掲げる場合とする。 

一 法第十九条の規定による出席停止が行われた場合 

二 法第二十条の規定による学校の休業を行つた場合 

（出席停止の指示） 

第六条 校長は、法第十九条の規定により出席を停止させようとするときは、その理由

及び期間を明らかにして、幼児、児童又は生徒（高等学校（中等教育学校の後期課

程及び特別支援学校の高等部を含む。以下同じ。）の生徒を除く。）にあつてはその

保護者に、高等学校の生徒又は学生にあつては当該生徒又は学生にこれを指示しな

ければならない。 

２ 出席停止の期間は、感染症の種類等に応じて、文部科学省令で定める基準による。 

（出席停止の報告） 

第七条 校長は、前条第一項の規定による指示をしたときは、文部科学省令で定めると

ころにより、その旨を学校の設置者に報告しなければならない。 

 

○ 学校保健安全法施行規則（抄）（昭和三十三年文部省令第十八号） 

（感染症の種類） 

第十八条 学校において予防すべき感染症の種類は、次のとおりとする。 



                           

一～三（略） 

２ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第六条第七項から第九

項までに規定する新型インフルエンザ等感染症、指定感染症及び新感染症は、前項

の規定にかかわらず、第一種の感染症とみなす。 

（出席停止の期間の基準） 

第十九条 令第六条第二項の出席停止の期間の基準は、前条の感染症の種類に従い、次

のとおりとする。 

一 第一種の感染症にかかつた者については、治癒するまで。 

二～三（略） 

四 第一種若しくは第二種の感染症患者のある家に居住する者又はこれらの感染症

にかかつている疑いがある者については、予防処置の施行の状況その他の事情に

より学校医その他の医師において感染のおそれがないと認めるまで。 

五 第一種又は第二種の感染症が発生した地域から通学する者については、その発

生状況により必要と認めたとき、学校医の意見を聞いて適当と認める期間。 

六 第一種又は第二種の感染症の流行地を旅行した者については、その状況により

必要と認めたとき、学校医の意見を聞いて適当と認める期間。 

（出席停止の報告事項） 

第二十条 令第七条の規定による報告は、次の事項を記載した書面をもつてするものと

する。 

一 学校の名称 

二 出席を停止させた理由及び期間 

三 出席停止を指示した年月日 

四 出席を停止させた児童生徒等の学年別人員数 

五 その他参考となる事項 

（感染症の予防に関する細目） 

第二十一条 校長は、学校内において、感染症にかかつており、又はかかつている疑い

がある児童生徒等を発見した場合において、必要と認めるときは、学校医に診断さ

せ、法第十九条の規定による出席停止の指示をするほか、消毒その他適当な処置を

するものとする。 

２ 校長は、学校内に、感染症の病毒に汚染し、又は汚染した疑いがある物件があると

きは、消毒その他適当な処置をするものとする。 

３ 学校においては、その附近において、第一種又は第二種の感染症が発生したときは、

その状況により適当な清潔方法を行うものとする。 

  



                           

○ 新型インフルエンザ等対策特別措置法（抄）（平成二十四年法律第三十一号） 

（都道府県対策本部長の権限） 

第二十四条  

１～６（略） 

７ 都道府県対策本部長は、当該都道府県警察及び当該都道府県の教育委員会に対し、

当該都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等対策を実施するため必要な限度に

おいて、必要な措置を講ずるよう求めることができる。 

８（略） 

９ 都道府県対策本部長は、当該都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等対策を的

確かつ迅速に実施するため必要があると認めるときは、公私の団体又は個人に対し、

その区域に係る新型インフルエンザ等対策の実施に関し必要な協力の要請をするこ

とができる。 

（新型インフルエンザ等緊急事態宣言等） 

第三十二条 政府対策本部長は、新型インフルエンザ等（国民の生命及び健康に著しく

重大な被害を与えるおそれがあるものとして政令で定める要件に該当するものに限

る。以下この章において同じ。）が国内で発生し、その全国的かつ急速なまん延によ

り国民生活及び国民経済に甚大な影響を及ぼし、又はそのおそれがあるものとして政

令で定める要件に該当する事態（以下「新型インフルエンザ等緊急事態」という。）

が発生したと認めるときは、新型インフルエンザ等緊急事態が発生した旨及び次に掲

げる事項の公示（第五項及び第三十四条第一項において「新型インフルエンザ等緊急

事態宣言」という。）をし、並びにその旨及び当該事項を国会に報告するものとする。 

一 新型インフルエンザ等緊急事態措置を実施すべき期間 

二 新型インフルエンザ等緊急事態措置（第四十六条の規定による措置を除く。）を

実施すべき区域 

三 新型インフルエンザ等緊急事態の概要（市町村対策本部長の権限） 

２～６（略） 

（市町村対策本部長の権限） 

第三十六条  

１～５（略） 

６ 市町村対策本部長は、当該市町村の教育委員会に対し、当該市町村の区域に係る新

型インフルエンザ等緊急事態措置を実施するため必要な限度において、必要な措置を

講ずるよう求めることができる。 

７（略） 

（感染を防止するための協力要請等） 

第四十五条  



                           

１（略） 

２ 特定都道府県知事は、新型インフルエンザ等緊急事態において、新型インフルエン

ザ等のまん延を防止し、国民の生命及び健康を保護し、並びに国民生活及び国民経済

の混乱を回避するため必要があると認めるときは、新型インフルエンザ等の潜伏期間

及び治癒までの期間を考慮して当該特定都道府県知事が定める期間において、学校、

社会福祉施設（通所又は短期間の入所により利用されるものに限る。）、興行場（興行

場法（昭和二十三年法律第百三十七号）第一条第一項に規定する興行場をいう。）そ

の他の政令で定める多数の者が利用する施設を管理する者又は当該施設を使用して

催物を開催する者（次項において「施設管理者等」という。）に対し、当該施設の使

用の制限若しくは停止又は催物の開催の制限若しくは停止その他政令で定める措置

を講ずるよう要請することができる。 

３ 施設管理者等が正当な理由がないのに前項の規定による要請に応じないときは、特

定都道府県知事は、新型インフルエンザ等のまん延を防止し、国民の生命及び健康を

保護し、並びに国民生活及び国民経済の混乱を回避するため特に必要があると認める

ときに限り、当該施設管理者等に対し、当該要請に係る措置を講ずべきことを指示す

ることができる。 

４（略） 



本事務連絡は、学校の体育の授業におけるマスク着用の必要性について周知するものです。 

事 務 連 絡 
令和２年５月２１日 

 
 各都道府県・指定都市教育委員会学校体育主管課 
 各 都 道 府 県 私 立 学 校 主 管 課 
 附属学校を置く各国公立大学法人担当課 
 各 国 公 私 立 高 等 専 門 学 校 担 当 課 御中 
 独立行政法人国立高等専門学校機構担当課 
 構造改革特別区域法第１２条第１項の認定を  
 受けた地方公共団体の学校設置会社担当課 
 

スポーツ庁政策課学校体育室 
 
 

学校の体育の授業におけるマスク着用の必要性について 
 
 

学校における基本的な感染症対策として、学校教育活動の際はマスクを着用し、特に近

距離での会話や発声等が必要な場面では、飛沫を飛ばさないようにマスクの着用を徹底

することが適切です。 
一方で、運動を行う際にマスクを着用する場合、十分な呼吸ができなくなるリスクや熱

中症になるリスクが指摘されております。 
このような運動時のマスク着用による身体へのリスクを考慮して、学校の体育の授業

におけるマスクの着用は必要ありませんが、体育の授業における感染リスクを避けるた

めには、地域の感染状況を踏まえ、児童生徒の間隔を十分に確保するなど、下記の事項を

十分に踏まえた対策を講じることが必要です。 
なお、体育は実技を伴う教科であるため、特に児童生徒の健康と安全を第一に考えて、

学習の内容や形態、授業の実施場所や時期等を総合的に考慮しながら、様々な感染リスク

への対策を講じることが必要となりますので、引き続き御配慮をお願いします。 
このことについて、都道府県・指定都市教育委員会の学校体育主管課におかれては、域

内の市町村教育委員会及び所管の学校に対して、都道府県の私立学校主管課におかれて

は、所轄の学校に対して、国公立大学法人の附属学校担当課におかれては、関係する附属

学校に対して、構造改革特別区域法第１２条第１項の認定を受けた地方公共団体の学校

設置会社担当課におかれては、所轄する学校設置会社が設置する学校に対して、周知くだ

さるようお願いします。 
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記 
 
１．体育の授業前にマスクを外してから授業後にマスクを着用するまでの間、児童生徒間

の距離を２ｍ以上確保するとともに、ランニングなどで同じ方向に動く場合は更に長

い距離を確保すること。また、児童生徒が教え合う場面では互いの距離を２ｍ以上確保

するとともに、児童生徒に不必要な会話や発声を行わないよう指導すること。併せて、

体育の授業の前後に手洗いをするよう指導すること。 
 
２．体育の授業において、軽度な運動を行う場合や児童生徒がマスクの着用を希望する場

合は、マスクの着用を否定するものではないこと。ただし、運動時にはＮ９５マスクな

どの医療用や産業用マスクではなく、家庭用マスクを着用するよう指導すること。ま

た、マスクの着用時には、例えば、呼気が激しくなるような運動を行うことを控えたり、

児童生徒の呼吸が苦しい様子が見られる場合は、必要に応じてマスクを外し、他の児童

生徒との距離を２ｍ以上確保して休憩するよう指導すること。 
 
３．当面の間、地域の感染状況を踏まえ、体育の授業は、熱中症事故の防止に留意しつつ

可能な限り屋外で実施すること。体育館など屋内で実施する必要がある場合は、呼気が

激しくなるような運動を行うことは避けること。また、体育館等のドアを広く開け、こ

まめな換気や消毒液の使用（消毒液の設置、児童生徒が手を触れる箇所の消毒）など、

感染拡大防止のための防護措置等を実施すること。 
 
４．毎朝の検温や健康観察により学習前の児童生徒の健康状態を把握し、体調が優れない

児童生徒の体育の授業への参加は見合わせること。 
また、授業を見学する児童生徒については、マスクを着用させるとともに、児童生徒

間の距離を１～２ｍ以上確保するよう指導すること。ただし、気温が高い日などに屋外

で授業を見学する場合は、マスクを着用した児童生徒が熱中症にならないよう、日陰で

見学させたり、必要に応じてマスクを外し、他の児童生徒との距離を２ｍ以上確保する

よう指導すること。 
 
５．教師は、原則として体育の授業中もマスクを着用すること。ただし、自らの身体への

リスクがあると判断する場合や、児童生徒への指導のために自らが運動を行う場合な

どは、マスクを外すことは問題ないこと。なお、マスクを外す際は、不必要な会話や発

声を行わず、児童生徒との距離を２ｍ以上（ランニングなどで同じ方向に動く場合は更

に長い距離）を確保すること。 
 
６．児童生徒が密集する運動や児童生徒が近距離で組み合ったり接触したりする場面が

多い運動については、地域の感染状況等を踏まえ、安全な実施が困難である場合、当面

実施せず、年間指導計画の中で指導の順序を入れ替えるなどの工夫を行うこと。 
 



     

本事務連絡は、今年度における学校の水泳授業（幼稚園におけるプール活動を含む。）

の取扱いについて周知するものです。 

事 務 連 絡  
令和２年５月２２日  

 
 各都道府県・指定都市教育委員会学校体育主管課 
 各都道府県・指定都市教育委員会幼稚園主管課 
 各 都 道 府 県 私 立 学 校 主 管 課 
 各都道府県・指定都市教育委員会幼稚園主管課 
 附属学校を置く各国公立大学法人担当課 御中 
 各 国 公 私 立 高 等 専 門 学 校 担 当 課 
 独立行政法人国立高等専門学校機構担当課 
 構造改革特別区域法第１２条第１項の認定を  
 受けた地方公共団体の学校設置会社担当課 

 
ス ポ ー ツ 庁 政 策 課 学 校 体 育 室  
文部科学省初等中等教育局幼児教育課  

 
 

今年度における学校の水泳授業の取扱いについて 
 
 

体育は実技を伴う教科であるため、特に児童生徒の健康と安全を第一に考えて、学習の

内容や形態、授業の実施場所や時期等を総合的に考慮しながら、感染リスクへの対策が必

要となります。 
スポーツ庁としては、感染症の専門家の見解を踏まえて、今年度における学校の水泳授

業の取扱いについて、以下のとおり考え方をお示ししますので、これを踏まえて適切に対

応していただくようお願いします。 
学校プールについては、学校環境衛生基準（平成２１年文部科学省告示第６０号）に基

づき、プール水の遊離残留塩素濃度が適切に管理されている場合においては、水中感染の

リスクは低いと指摘されております。 
一方で、水泳の授業においては、複数クラスによる合同授業の実施に伴い多くの児童生

徒が同時にプールや更衣室を使用したり、複数の児童生徒が組になる形態で安全の確認

をしながら学習を行うなど、児童生徒の密集・密接の場面が想定されるため、様々な感染

リスクへの対策を講じる必要があります。 
このため、児童生徒の健康と安全を第一に考えて、地域の感染状況を踏まえ、密集・密

接の場面を避けるなど、下記の事項を十分に踏まえた対策を講じることを前提として、水

泳の授業を実施することは差し支えないと考えます。なお、このような対策を講じること
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が困難であり、児童生徒の安全を確保することができないと判断する場合は、今年度にお

いては水泳授業の実施を控えるようお願いします。このことについては、幼稚園における

プール活動についても同様です。 
このことについて、都道府県・指定都市教育委員会の学校体育主管課及び幼稚園主管課

におかれては、それぞれ域内の市町村教育委員会及び所管の学校に対して、都道府県の私

立学校主管課におかれては、所轄の学校に対して、国公立大学法人の附属学校担当課にお

かれては、関係する附属学校に対して、構造改革特別区域法第１２条第１項の認定を受け

た地方公共団体の学校設置会社担当課におかれては、所轄する学校設置会社が設置する

学校に対して、周知くださるようお願いします。 
 

記 
 
１．学校プールについては、学校環境衛生基準に基づき適切に管理すること。特にプール

水の遊離残留塩素濃度については、プールのどの部分でも基準の濃度となるように管

理すること。また、ドアノブやシャワーや洗眼器の水栓など児童生徒が手を触れる箇所

は、こまめに消毒を行うこと。 
また、屋内プールについては、換気設備を適切に運転するなど換気を行うこと。なお、

学校以外のプールを活用して授業を行う場合には、そのプールの管理者に対して学校

環境衛生基準及び本事務連絡に基づく適切な管理を徹底すること。 
 
２．毎朝の検温や健康観察により学習前の児童生徒の健康状態を把握し、体調が優れない

児童生徒の水泳授業への参加は見合わせること。 
また、授業を見学する児童生徒については、マスクを着用させるとともに、児童生徒

間の距離を１～２ｍ以上確保するよう指導すること。ただし、気温が高い日などに屋外

で授業を見学する場合は、マスクを着用した児童生徒が熱中症にならないよう、日陰で

見学させたり、必要に応じてマスクを外し、他の児童生徒との距離を２ｍ以上確保する

よう指導すること。 
 
３．授業中、児童生徒に不必要な会話や発声を行わないよう指導するとともに、プール内

で密集しないよう、プールに一斉に大人数の児童生徒が入らないようにすること。プー

ル内だけでなくプールサイドでも児童生徒の間隔は２ｍ以上を保つことができるよう、

複数のクラスによる合同授業はなるべく避けること。 
 
４．授業中、児童生徒が手をつないだり、体を支えるなど、児童生徒が密接する活動は避

けること。ビート板などの用具を使用する場合は、児童生徒間での用具の使い回しは避

けるとともに、使用後に消毒を行うこと。 
 
５．児童生徒によるプールサイドでの人数確認は、事故防止の上で重要であるが、バディ

システムは複数の児童生徒が組になる形態であるので、感染リスクに十分注意して運



     

用すること。例えば、プールサイドで、児童生徒が互いに手をつないだり、密着して座

ることはせず、２ｍ以上の身体的距離を確保しつつ同時に挙手してお互いを確認する

とともに、名簿を用いた点呼を併用するなどの工夫をすること。 
 
６．更衣室については、児童生徒の身体的距離を確保することが困難である場合は、一斉

に利用させず少人数の利用にとどめること。更衣室利用中は、不必要な会話や発声をし

ないよう児童生徒に指導すること。水泳の授業中はマスクを外すことになるので、マス

クの適切な取扱いについて指導するとともに、更衣室利用の前後に手洗いを徹底する

こと。併せて、更衣室のドアノブやスイッチ、ロッカーなど児童生徒が手を触れる箇所

は、こまめに消毒を行うこと。 
 
７．水泳の授業で児童生徒が使用するタオルやゴーグルなどの私物の取り違えや貸し借

りをしないよう指導すること。 
 
８．水泳授業を実施する際には、以上の感染症対策について学校内で共有するとともに、

児童生徒や保護者の理解を図ること。 
 
９．幼稚園においてプール（ビニールプールを含む）を活用した活動を行う場合も、上記

１．～８．を十分に踏まえた対策を講じること。なお、幼児期の特性から、必ずしも幼

児が１．～８．に基づく対応を直ちに実施できない場合もあると考えられるが、幼児が

感染症予防の必要性を理解できるように説明を工夫するとともに、幼児自身が自分で

できるようになっていくために十分な時間を確保すること。 
 
 
 

【本件担当】 
〔水泳授業の全般に関すること〕 

   スポーツ庁政策課学校体育室 
   電話 03-5253-4111（内線 2674） 

〔幼稚園におけるプール活動に関すること〕 
   文部科学省初等中等教育局幼児教育課 
   電話 03-5253-4111（内線 2376） 

 



 

事 務 連 絡 

令和２年３月１９日 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 文部科学省初等中等教育局健康教育・食育課   

   

 

  新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえた学校保健安全法に基づく 

児童生徒等及び職員の健康診断の実施等に係る対応について 

 

 今般の新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ、学校保健安全法（昭和33年法律第56号）に基

づく児童生徒等の健康診断及び職員の健康診断の実施については、以下のとおり取り扱うこととし

ます。なお、感染の拡大の状況等も踏まえ、今後も文部科学省から、必要に応じて、追加的な連絡

をする場合があることを申し添えます。 

都道府県・指定都市教育委員会におかれては所管の学校（専修学校を含む。以下同じ。）及び域

内の市区町村教育委員会に対して、都道府県私立学校主管部課におかれては所轄の学校法人等を通

じてその設置する学校に対して、国公立大学法人、大学又は高等専門学校を設置する地方公共団

体、文部科学大臣所轄学校法人、大学を設置する学校設置会社におかれてはその設置する学校に対

して、構造改革特別区域法（平成 14 年法律第 189 号）第 12 条第１項の認定を受けた地方公共団体

の学校設置会社担当課におかれては所轄の学校設置会社及び学校に対して、独立行政法人国立高等

【重要】 

 新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ、学校保健安全法に基づく健康診断の実施等につ

いて取扱いを示しますので、関係各位におかれては御一読をお願いします。 

各都道府県・指定都市教育委員会学校保健担当課・労働安全衛生主管課 

各 都 道 府 県 教 育 委 員 会 専 修 学 校 主 管 課 

各 都 道 府 県 私 立 学 校 主 管 部 課 

各 国 公 立 大 学 法 人 担 当 課 

大 学 又 は 高 等 専 門 学 校 を 設 置 す る 各 地 方 公 共 団 体 担 当 課 

各 文 部 科 学 大 臣 所 轄 学 校 法 人 担 当 課 

大 学 を 設 置 す る 各 学 校 設 置 会 社 担 当 課 

構 造 改 革 特 別 区 域 法 第 1 2 条 第 １ 項 の 認 定 を 

受 け た 各 地 方 公 共 団 体 の 学 校 設 置 会 社 担 当 課 

独 立 行 政 法 人 国 立 高 等 専 門 学 校 機 構 本 部 事 務 局 担 当 課 

各 都 道 府 県 ・ 指 定 都 市 ・ 中 核 市 認 定 こ ど も 園 主 管 課 

厚 生 労 働 省 医 政 局 医 療 経 営 支 援 課 

厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護 局 障 害 保 健 福 祉 部 企 画 課 

御中 

資料４ 



 

専門学校機構本部事務局におかれては所管の学校に対して、都道府県・指定都市・中核市認定こど

も園主管課におかれては所管の認定こども園及び域内の市区町村認定こども園主管課に対して、厚

生労働省におかれては所管の専修学校に周知されるようお願いします。 

 

記 

 

１．児童生徒等の定期の健康診断（学校保健安全法第 13 条第 1項）の実施について 

児童生徒等の定期の健康診断は、毎学年、6月 30 日までに実施することとなっているが、新型

コロナウイルス感染症の影響により実施体制が整わない等、やむを得ない事由によって当該期日

までに健康診断を実施することができない場合には、当該年度末日までの間に、可能な限りすみ

やかに実施すること。 

 

２．職員の定期の健康診断（同法第 15 条第 1項）の実施について 

職員の健康診断は、毎学年、定期に実施することとなっているが、新型コロナウイルス感染症

の影響により実施体制が整わない等、やむを得ない事由によって当該期日までに健康診断を実施

することができない場合には、その事由のなくなった後すみやかに健康診断を実施すること。 

なお、職員の健康診断については、労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57号）に基づく健康診

断としての側面もあることから、健康診断の実施に係る取扱いについては、厚生労働省の示す見

解も踏まえて対応する必要があることに留意願います（参考まで、現時点において厚生労働省が

発出している通達を添付します）。 

 

３．その他の留意事項 

  児童生徒等の定期の健康診断について実施を延期する場合は、特に、日常的な健康観察等によ

る児童生徒等の健康状態の把握に一層努め、健康上の問題があると認められる場合は、健康相談

や保健指導等を実施し、適切に支援すること。 

 

 

 

 

 
 
 

＜本件連絡先＞ 

文部科学省初等中等教育局健康教育・食育課  

【児童生徒等の健康診断に関すること】  
保健指導係 
ＴＥＬ：03-5253-4111（内線 2918） 

【職員の健康診断に関すること】 

    企画調整係 

    ＴＥＬ：03-5253-4111（内線 4950） 
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令和２年５月１３日 

 

各都道府県・指定都市教育委員会学校給食・食育主管課 

 文 部 科 学 大 臣 所 轄 学 校 法 人 担 当 課 

 各 都 道 府 県 私 立 学 校 主 管 課   

 附 属 学 校 を 置 く 各 国 公 立 大 学 法 人 事 務 局        

 構造改革特別区域法第１２条第１項の認定 

 を受けた地方公共団体の学校設置会社担当課 

 

 

文部科学省初等中等教育局健康教育・食育課   

 

臨時休業等に伴い学校に登校できない 

児童生徒の食に関する指導等について 

 

各設置者及び学校等におかれては、新型コロナウイルス感染症対策のため、令和２

年３月 24 日付け元文科初第 1780 号文部科学事務次官通知「令和２年度における小学

校、中学校、高等学校及び特別支援学校等における教育活動の再開等について（通知）」

において示した「Ⅰ．新型コロナウイルス感染症に対応した学校再開ガイドライン」

（以下「学校再開ガイドライン」という。）及び「Ⅱ．新型コロナウイルス感染症に対

応した臨時休業の実施に関するガイドライン」（令和２年４月 17 日改訂。以下「臨時

休業ガイドライン」という。）並びに令和２年５月１日付２文科初第 222 号初等中等

教育局長通知「新型コロナウイルス感染症対策としての学校の臨時休業に係る学校運

営上の工夫について（通知）」等を踏まえて、学校の再開又は臨時休業等の措置を講じ

ていただいているところと存じます。 

地域の感染状況によっては臨時休業が一定期間続く可能性があること、学校再開後

においても、一部の児童生徒がやむを得ず学校に登校できない場合もあることを踏ま

えて、新型コロナウイルス感染症対策のための臨時休業等に伴い学校に登校できない

児童生徒に係る食に関する指導等について、以下のとおりまとめましたのでお知らせ

します。 

ついては、各都道府県教育委員会学校給食主管課におかれては、域内の市区町村教

育委員会及び所管の学校に対して、各都道府県私立学校主管課におかれては、所轄の

小学校、中学校、中等教育学校、夜間課程を置く高等学校、特別支援学校及び学校法

人に対して、各指定都市教育委員会及び各国公立大学法人におかれては、その管下の

【新規】登校できない間の食に関する指導や食事支援の工夫についてまとめました

ので、ご一読ください。 

御中 
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学校に対して、構造改革特別区域法第 12 条第１項の認定を受けた地方公共団体にお

かれては、所轄の学校設置会社を通じて設置する小学校に対し周知くださるようお願

いします。 

 

記 

 
１．栄養教諭を核とした食に関する指導について 

食に関する指導においては、児童生徒が食に関する正しい知識と望ましい食習慣

を身に付けることにより、生涯にわたって健やかな心身と豊かな人間性を育んでい

くための基礎が培われるよう、栄養のバランスや規則正しい食生活などの指導が重

要とされています。 

ついては、例えば下記のような方法により、また適宜 ICT を活用するなどの工夫

により、児童生徒に対する指導を行うことが考えられます。 

・ 適切な栄養摂取に関する知識や、児童生徒だけでも整えられる食事の作り方な

どに係る情報提供を行い、食事への興味・関心を深めるとともに、主体的な実践

を促す。 

・ 養護教諭等と連携して、健康記録や食事記録をとるよう促し、併せて必要な指

導を行うことなどにより、望ましい生活習慣を形成し、食に関する自己管理能力

が身に付くようにする。 

・ 食事の準備や調理、後片付けを行う際の安全や衛生についても必要な情報提供

を行い、児童生徒が自ら考え、徹底できるようにする。 

・ 家庭での食事が中心となることから、児童生徒に対する指導の充実と合わせて、

家庭への働きかけや啓発活動等を行い、望ましい食習慣の形成が図られるように

する。 

・ 食物アレルギーを有する児童生徒や肥満・やせ傾向にある児童生徒など個別的

な相談指導が必要な児童生徒に対しても、健康状態の確認や家庭の食事に関する

助言などの必要な指導を行い、児童生徒の健康状態が改善するようにする。 

 

２．食事支援について 

  学校給食は、学校教育活動の一環として行われ、食に関する指導を効果的に進め

るための「生きた教材」として大きな教育的意義を持っています。他方で、栄養バ

ランスの取れた食事を提供することによって、児童生徒の健康の保持増進を直接支

える意義も持ち続けています。 

臨時休業期間等において、この機会に家庭等において児童生徒とともに食を考え

実践することも重要と考えられる一方で、必ずしもそのような状況に家庭や児童生

徒が置かれていない場合もあることから、関係部局等と連携を図り、例えば下記の

ような工夫により、児童生徒に対する食事の支援を行うことが考えられます。いず

れの場合においても、衛生管理には十分留意するとともに、栄養をはじめ食に関す



   

る指導と合わせて行うことで、その実施効果を高めることが重要です。 

・ 登校日や子供の居場所確保等の取組に当たり、学校給食の調理場や調理員を活

用して学校給食に近い食事を提供したり、簡易な食事を提供したりする。 

・ 献立作成などに栄養教諭等が関わりながら、民間企業や子ども食堂の運営者等

との連携・協力により、栄養バランスを考慮した食事を提供する。 

 

なお、本対応に係り、学校の臨時休業期間等において、国庫補助を受けて整備さ

れた学校給食施設を一時的に学校給食以外の用途に活用する場合は、財産処分には

該当せず、手続は不要です。また、学校給食従事者として任用する職員の職務につ

いては、当該職員の職務として規定される内容を確認するとともに、必要に応じて、

本人の同意を得て業務内容を変更するなど、適切に対応することが考えられます。 

 

 

＜参考資料＞ 

１．各地域における取組事例 

２．子ども食堂の運営における新型コロナウイルス感染症の感染拡大を踏まえた 

対応について（その２） （令和２年５月８日付厚生労働省事務連絡） 

 

 

 

 

 

 

 

＜本件連絡先＞ 

文部科学省初等中等教育局健康教育・食育課 

食育推進係、学校給食係 

TEL：03-5253-4111（内線 2095、2694、3380） 

 



 

 

 

 ２ 教 参 学 第 １ 号 

令和２年５月２７日 

 

 

各都道府県・指定都市教育委員会学校安全主管課長 

各 都 道 府 県 私 立 学 校 主 管 課 長 

附 属 学 校 を 置 く 各 国 公 立 大 学 法 人 担 当 課 長 

構造改革特別区域法第 12 条第 1 項の認定を 

受けた各地方公共団体の学校設置会社担当課長 

各 国 公 私 立 高 等 専 門 学 校 担 当 課 長   殿 

各 都 道 府 県 教 育 委 員 会 専 修 学 校 主 管 課 長 

専 修 学 校 を 置 く 各 国 立 大 学 法 人 担 当 課 長 

厚 生 労 働 省 医 政 局 医 療 経 営 支 援 課 長 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課長 

各都道府県・指定都市・中核市認定こども園主管課長 

 

 

文部科学省総合教育政策局 

男女共同参画共生社会学習・安全課長   

三 好   圭  

 

 
   

 

 

文部科学省初等中等教育局 

教育課程課長 

滝 波   泰 

 

   
   
 

 

熱中症事故の防止について（依頼） 

 

 

熱中症事故の防止については、例年、各学校において御対応いただいています

が、別添１のとおり、昨年度も学校の管理下において５千件を超える熱中症事故

が発生しており、児童生徒が死亡する事案も生じています。 

また、特に、今年度においては、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う臨時休

（印影印刷） 

（印影印刷） 

熱中症事故の防止について、留意点をまとめましたので通知します。 

makoto-kasai
テキスト ボックス
資料６



業の影響により、学校再開直後から暑くなり始める時期を迎える学校もあるこ

とに加え、児童生徒の学習の遅れを補うため、夏季休業期間を短縮したり、夏

季休業期間中に登校日を設けたりする自治体や学校も考えられることから、そ

の際の児童生徒等の健康確保に向けた取組に一層留意する必要があります。 

こうした状況に十分対処できるようにする観点から、下記の点に留意し、

適切に御対応いただくようお願いいたします。 

各都道府県・指定都市教育委員会におかれては、所管の学校（専修学校を

含む。以下同じ。）及び域内の市区町村教育委員会に対し、各都道府県私立

学校主管課におかれては、所轄の学校法人及び学校に対し、各国公立大学担

当課におかれては、所管の附属学校に対し、構造改革特別区域法（平成 14 年

法律第 189 号）第 12 条第１項の認定を受けた各地方公共団体の学校設置会

社担当課におかれては、所轄の学校設置会社及び学校に対し、厚生労働省の

専修学校主管課におかれては、所管の専修学校に対し、各都道府県・指定都

市・中核市認定こども園主管課におかれては、域内の市区町村認定こども園

主管課及び所轄の認定こども園に対して、周知されるようお願いいたしま

す。 

 

記 

 
１．適切な水分補給や処置を行うことができる環境の整備等について 

熱中症は、活動前に適切な水分補給を行うとともに、必要に応じて水分や塩

分の補給ができる環境を整え、活動中や終了後にも適宜補給を行うこと等の適

切な措置を講ずれば十分防ぐことが可能です。また、熱中症の疑いのある症状

が見られた場合には、早期に水分・塩分補給、体温の冷却、病院への搬送等適

切な処置を行うことが必要です。 

  学校の管理下における熱中症事故は、ほとんどが体育・スポーツ活動による

ものですが、運動部活動以外の部活動や、屋内での授業中、登下校中において

も発生しており、また、暑くなり始めや急に暑くなる日等の体がまだ暑さに慣

れていない時期、それほど高くない気温（25～30℃）でも湿度等その他の条件

により発生していることを踏まえ、教育課程内外を問わずこの時期から熱中

症事故の防止のための適切な措置を講ずるようお願いします。 

    また、学校施設の空調整備については順次進められているところですが、普

通教室、特別教室、体育館など場所により空調の整備状況に差があることも考

えられます。活動する場所による空調設備の有無に合わせて活動内容を設定

するなど、適切に熱中症防止を図っていただくようお願いいたします。 

  さらに、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、学校教育活動において

は、近距離での会話や発声等が必要な場面も生じうることから、飛沫を飛ばさ

ないよう、児童生徒等及び教職員は、基本的には常時マスクを着用することが

望ましいと考えられます。ただし、気候の状況等により、熱中症などの健康被

害が発生する可能性が高いと判断した場合は、マスクを外すよう御対応くだ

さい。その際は、換気や児童生徒等の間に十分な距離を保つなどの配慮をお願

いします。 

なお、体育の授業及び運動部活動におけるマスクの着用は必要ありません 



が、感染リスクを避けるためには、児童生徒の間隔を十分に確保するなどの取 

扱いをしてください。具体的な取扱いは、学校における新型コロナウイルス感 

染症に関する衛生管理マニュアル～「学校の新しい生活様式」～

（2020.5.22Ver.1）（参考）で示している内容を御参照願います。 

 

２．「熱中症予防強化月間」における取組について 

政府においては、国民一人一人に対して熱中症の予防法や応急処置等に

ついて、より一層の周知を図るため、熱中症に罹る人が急増する７月及び

８月を熱中症予防強化月間と定め（予定）、国民や関係機関への周知等を

強化し、熱中症予防の取組を推進しているほか、各省庁も連携して熱中症

の予防を推進しています。また、環境省では、令和２年度は４月 17 日から

10月30日まで熱中症予防サイトにおいて暑さ指数を情報提供しています。 

各教育委員会等におかれては、「学校安全資料『生きる力』をはぐくむ 

 学校での安全教育」（平成 31 年３月改訂文部科学省）、「『体育活動に 

おける熱中症予防』調査研究報告書」（平成 26 年 3 月独立行政法人日本 

スポーツ振興センター）、「熱中症環境保健マニュアル 2018」（平成 30 

年３月改訂環境省）及び上記の暑さ指数を参考として、関係者に対して熱 

中症事故の防止に必要な事項の理解を徹底されるとともに、「熱中症予防 

強化月間」についても、その趣旨を踏まえて熱中症予防に取り組むようお 

願いします。 

 

３．夏季における休業日等の取り扱いについて 

夏季における休業日等については、別添２の関連規定を踏まえ、次の

（１）から（３）までを参考として、適切に御対応いただくようお願いい

たします。 

 

（１）今年度においては、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う臨時休業

の影響により、児童生徒の学習の遅れを補うため、夏季休業期間を短

縮したり、夏季休業期間中に登校日を設けたりすることが考えられるが、

各学校及び各学校設置者の検討に当たっては、気象状況等や学校施設

（普通教室、特別教室、体育館等）における空調設備の有無に合わせ

た活動内容の設定等にも留意し、児童生徒等の健康確保に十分配慮す

ること。 

 

（２）検討に当たっては、２．に記載の資料及び本通知末尾の【参考】に

記載の資料等も参考とし、学校及び地域の実態等を踏まえて判断する

こと。 

 

（３）学校教育法施行規則（昭和 22 年文部省令第 11 号）第 63 条に規定

する「非常変災その他急迫の事情があるとき」には、熱中症事故防止

のために必要がある場合も含まれることに留意すること。 

 

 



【参考】 

 

○環境省 

・熱中症予防情報サイト（http://www.wbgt.env.go.jp/） 

・「熱中症環境保健マニュアル 2018」（平成 30 年 3 月改訂 環境省） 
（http://www.wbgt.env.go.jp/heatillness_manual.php） 

○文部科学省 

 ・令和２年５月２１日付けスポーツ庁政策課学校体育室事務連絡「学校の体 

育の授業におけるマスク着用の必要性について」 
（https://www.mext.go.jp/content/20200521-mxt_kouhou01-000004520_3.pdf） 

・学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理マニュアル～

「学校の新しい生活様式」～（2020.5.22Ver.1） 
（https://www.mext.go.jp/a_menu/coronavirus/mext_00029.html） 

・学校安全資料「生きる力」をはぐくむ学校での安全教育（平成31年３月改訂） 
 （http://www.mext.go.jp/a_menu/kenko/anzen/1416715.htm） 

○独立行政法人日本スポーツ振興センター 

・「熱中症対応フロー」（ポスター）（平成 31 年 3 月） 
（https://www.jpnsport.go.jp/anzen/anzen_school/bousi_kenkyu/tabid/1905/Defa 

ult.aspx） 

・「体育活動における熱中症予防」調査研究報告書（平成 26 年 3 月） 
（https://www.jpnsport.go.jp/anzen/anzen_school/bousi_kenkyu/tabid/1729/Defa 

ult.aspx） 

                                                                

 

【本件担当】 
文部科学省総合教育政策局             
男女共同参画共生社会学習・安全課 
安全教育推進室学校安全係                              
電話：03-5253-4111(内線 2966)    
E-mail：anzen@mext.go.jp                                         



（別添１）

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

小学校 348 451 408 579 541

中学校 1,869 1,992 2,038 2,912 2,082

高等学校等 2,204 2,216 2,467 3,554 2,452

計 4,421 4,659 4,913 7,045 5,075

(独立行政法人日本スポーツ振興センター調べ)

※上記は、学校の管理下における熱中症に対して医療費を支給した件数である(令和元年度は速報値)

学校の管理下における熱中症の発生状況
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（別添２） 

関連規定 
 
 
○学校教育法施行令（昭和二十八年政令第三百四十号） 
（学期及び休業日） 
第二十九条 公立の学校（大学を除く。以下この条において同じ。）の学期並び 
に夏季、冬季、学年末、農繁期等における休業日又は家庭及び地域における 
体験的な学習活動その他の学習活動のための休業日（次項において「体験的 
学習活動等休業日」という。）は、市町村又は都道府県の設置する学校にあつ 
ては当該市町村又は都道府県の教育委員会が、公立大学法人の設置する学校 
にあつては当該公立大学法人の理事長が定める。 

２ 市町村又は都道府県の教育委員会は、体験的学習活動等休業日を定めるに 
当たつては、家庭及び地域における幼児、児童、生徒又は学生の体験的な学 
習活動その他の学習活動の体験的学習活動等休業日における円滑な実施及び 
充実を図るため、休業日の時期を適切に分散させて定めることその他の必要 
な措置を講ずるよう努めるものとする。 

 
○学校教育法施行規則（昭和二十二年文部省令第十一号） 
第六十一条 公立小学校における休業日は、次のとおりとする。ただし、第三 
 号に掲げる日を除き、当該学校を設置する地方公共団体の教育委員会（公立 
大学法人の設置する小学校にあつては、当該公立大学法人の理事長。第三号 
において同じ。）が必要と認める場合は、この限りでない。 
一 国民の祝日に関する法律（昭和二十三年法律第百七十八号）に規定する 
 日 
二 日曜日及び土曜日 
三 学校教育法施行令第二十九条の規定により教育委員会が定める日 

第六十二条 私立小学校における学期及び休業日は、当該学校の学則で定める。 
第六十三条 非常変災その他急迫の事情があるときは、校長は、臨時に授業を 
 行わないことができる。この場合において、公立小学校についてはこの旨を 
当該学校を設置する地方公共団体の教育委員会（公立大学法人の設置する小 
学校にあつては、当該公立大学法人の理事長）に報告しなければならない。 

 
※幼稚園、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校及 
び高等専門学校に準用。 


